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（1） 情報公開の考え方の整理

①　成果や評価結果等に対する情報公開不足からの疑念に対する対応

外部からの批判の主なものは、情報公開が不足していることからの疑念や疑惑から

生じている。これまでの業績や成果は、相当数残しているものの、一般公開や情報提

供、成果物の販売（利益を含まず実費のみ）等へのサービスができる形態に業務が整

理されていなかった。

②　広報、機会均等性という観点からの情報提供のあり方

公共が提供している職業能力開発に関するサービスの有用性及び効果に関する情報

提供の不足から提供されている訓練コースの意義やメリットについて適性に判断が困

難である。訓練効果測定の結果は、できるだけ集計し、公開することが必要である。

特に、利用者の声については、広報にも結びつくので積極的に情報提供を図る。

（2）職業能力開発事業の目標とコストに見合った訓練効果測定方法の検討

本来業務の目標達成とコストに見合う訓練効果測定方法を検討し、訓練効果測定に関す

る項目を整理する必要がある。

「プロセス項目ごとの訓練コースの評価項目一覧（案）」は、訓練業務の各プロセス段階

で実施される事柄（プロセス項目）とそれを評価するコストと労力の度合いを5段階のレ

ベルに分けて整理を試みた一覧である。この一覧をたたき台として検討する必要がある。

今回、試行した訓練効果測定の検討範囲は、網掛けの部分のみである。

（3）民間参入を促進する環境整備

民間が公的事業に参入しやすい環境作りを推進する（市場化テストの実施等）（公設民

営、公的業務の委託の推進）。

（4）国民への教育訓練サービスの最終目標に対する訓練効果との関連性の説明

①　個人と社会の生産性の向上（効率議論）

②　離転職に対する再就職の機会均等

③　産業構造の変化に伴う適切な労働者の供給（失業無き労働移動、好況な産業への若年

労働者の供給）

④　生計費（収入）を得るための教育訓練の受講機会の均等性、平等性（平等議論）

特に、収入を得るのに不利な者への訓練に対するアクセス管理の必要性

⑤　教育訓練は、地域発展の促進、優先産業分野の支援、輸出増大、地域への資本誘致、

賃金上昇等の、国家経済の社会目標を達成する政策

⑥　経済的効果に加えて、国民の犯罪減少や衛生改善、社会との融合改善等の多大な社会

利益（外界存在性）
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（5）若年者訓練の整備

①　若年者の職業訓練の習得が彼らのスキル証明（キャリアパスポート）となるような体

制整備

②　特定職業能力の習得と社会人としてのヒューマンスキルを自己チェックでき、モチベ

ーション向上に役立つような仕組み

③　職業訓練に際しての事前オペレーションが整備され、若年者が積極的に職業訓練に臨

め、自らの設定した目標（効果）に向かって努力ができる体制

（6）国民に理解しやすい影響力のある効果的な業務の取り組み

①　地域の産業振興政策への参画

②　地域の資本投資と職業訓練とのリンク

③　スケールメリットを活かした職業能力開発の実施

④　地域のイベントへの積極的な参画

⑤　成果・効果の積極的広報（新聞記事、雑誌等への投稿・掲載実績）

⑥　地域ごとで影響の大きい職業訓練コースの企画の促進

⑦　職業能力開発施設と大学や高校など学校教育機関の連携
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